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パワーシフト・キャンペーンとは？

1. エネルギー構造も民主化
地域分散・地域主体へ

2. 持続可能な再エネにシフト
原発・化石燃料から脱却

3. 市民の選択をパワーに
ひとりひとりの選択と、みんなの選択で

2



3https://power-shift.org/choice/



再エネ供給を目指す電力会社

紹介中！ https://power-shift.org/choice/

自治体系 地域系

生協系

泉佐野電力

地域横断ほか



再エネが増加
電力市場価格低下

大規模電源は維持困難に

出典：電力システム改革貫徹のための政策小委員会資料



古い原発・火発を支える容量市場

容量市場のしくみ（図：パワーシフト・キャンペーン）



容量市場、地域新電力等に負担

調査対象： 以下の合計 116者
自治体が出資・関与する新電力 97者

パワーシフト・キャンペーンで紹介す
る新電力 19者（重複のぞく）

回答数： 75者（回答率約65％）
実施時期： 2024年1～3月
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同時に、厳しい状況のなか
地域・再エネ新電力の価値が

ますます鮮明に

同時に、厳しい状況のなか
地域・再エネ新電力の価値が

ますます鮮明に



改革は途上ー大手電力と新電力の間にある不均衡
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電力システム改革の経緯

2015年 （第1段階）電力広域機関設立

＜検証①＞小売全面自由化に向けた検証

2016年 （第2段階）電力小売全面自由化

＜検証②＞「電力システム改革貫徹のための政策小委員会」
容量市場や非化石価値取引市場の導入、託送料金での廃炉費用回収

等が決まる

2020年 （第3段階）送配電部門の法的分離

＜検証③＞2024年1～12月 検証議論

2025年3月「電力システム改革の検証結果と今後の方向性」

2025年5月「次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会」設置



「脱炭素」
大規模電源の
維持・推進

分散型の
変動性再エネの
推進と競合?!

2025年3月「電力システム改革の検証結果と今後の方向性」より



大規模な
電源の
脱炭素化

2025年5月「次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会」第1回会合資料より



2024～2025年、システム改革検証
パワーシフトからも意見提出

①「小売全面自由化」
大手電力独占の解体を

②「市場機能の活用」
公正な競争環境を

③「送配電の広域化・中立化」
所有権分離を行い
公平・中立な運営を

④「供給力確保策」
再エネ最優先の電力システムへ

2024年2月 再エネ中心・公正な電力政策を！システム改革見直しに意見 – power-shift.org
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日本の電力需給状況
2025年5月

自然エネルギー財団
電力需給チャート
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